
地域新聞

被災者

スケールと時間に着目したボトムアップによる復興事例の類型化と江東区への応用 8班　　菊池　坂下　田中

■背景と目的

■ボトムアップによる災害復興の 3つの類型

■江東区におけるボトムアップのポテンシャルと空間への適用

フェーズ① 超短期復旧計画 /実施

フェーズ③ 一定期間後の被災者の日常生活の復興

フェーズ② 中長期の復興計画策定

Pros：ボトムアップ型による集落再建計画の先駆的事例と言われている。　
　　　住民自身がエンパワーメントされ、その計画の実現に長期間かけて取
　　　り組むことが期待される。
Cons：計画の実現性は集落ごとに異なり、その要因は、役所によるインフラ・
　　　公共施設の整備・維持管理、また住民の集落の整備。維持管理に対す
　　　る自律性にあることが明らかになっている。

Pros：被災者が主導して展開された避難場所であるが、被災後の混乱期を
　　　共助によってしのぐための場として機能した。
　　　ここでできた共助関係は、避難所解消後も一部維持された。
Cons：地域復旧の中心として働くべきだった自主防災組織の不活躍。
　　　

人口密集地における大災害発
生時、水資源の確保は重要だ
が、飲料水として利用できる
水資源の場所と量は不明。

水資源確保可能な場所をあら
かじめ認識しておく。また、
指定避難所からあふれた被災
者の自主的な避難行動の拠点
（≒指定外避難所）となり得
るポテンシャルを持つ。
　　　

Pros：ムービングハウス業者が被災地に近接していたため初動が起きた。
　　　はじめクラウドファンディングによる仮設住宅の設置が試みられた
　　　が、事後的に災害救助法適応内になり金銭的支援を受けられた。
Cons：行政の事前リサーチ不足による一般普及の遅れ
　　　

復興再建庁 (BRR)
Village Plan 策定のための
ガイドラインを制定

地域住民

ドナー /国際 NGO
(CARE International)

意思疎通が十分でなかったため、
市民生活に即さないインフラ整備があった

ガイドラインを
最低限の基準として利用

ドナーの支援のもとで
Village Plan の策定

h.大槌町における住民主体の復興まちづくり（中井,2013）

町長 地域住民

学識コンサルタント

意見の提出
議論のコーディネート

質問があれば答える

意見交換

Pros：行政とコンサルタント、およびコーディネータの間に一定の信頼
　　　関係が存在しなければならないが、大槌町の場合、基本計画策定
　　　時に生まれた信頼関係が現在まで存続し、ポジティブな効果をも
　　　たらしているように思われる。
Cons：関わるアクターが増えるため、行政、住民、第三者の信頼関係が
　　　 適切に構築できない場合、事態が良い方向には向かわない。また、
　　　 時間がかかることもデメリットと考える住民がいる。

住民主体のまちづくり
という方針を決定

第三者

計画の方向性や住民合意の
落としどころを形にする
という役回りを依頼

ある街が大きな災害にあったとき、そこから不死鳥のように再生
していく街の中を見ていくと、様々な取り組みが目に付く。しかし、
それらは目的も違えば主体も違う。そして、時間が経過し、スケー
ルが変わるにつれて、そこに関わるアクターの関係性が変化して
いることに気付く。いつ、誰が、どのようなことを、どのように
実行すれば、復興は「成功」するのだろうか。

図 1は、スケールと時間で 3つに復旧・復興計画を分類した。①
震災直後に住民がまさに「生きのびる」ために手を打つ復旧、②震
災が起こってからどう街をつくるかを考える地域の復興計画、③震
災から一定の時間が経った後のコミュニティ再生などのボトム
アップの取り組み、である。
どれが欠けても街は上手に復興できないだろう。それぞれの復興
の理想のカタチを、事例を分析することでモデル化した。

災害救助法が成立して以降、自然災害発生時には、単線型の生活再建支援に代表される行政主
導のトップダウンの政策によってそれからの復旧復興が図られてきた。しかし今、既往研究で
も報告されている通り、その単線型復興から落ち漏れてしまう被災者や建設型仮設住宅におけ
る諸問題など、その復興の在り方に限界が見えてきている。
そこで私たちはボトムアップ的に営まれてきた災害復興に焦点を当て、トップダウンの政策に
おいて見逃されてしまう災害復興における被災者の要求や価値ある資本を見直し、今後の災害
復興計画に資する要件を確認することを目的として事例を調査した。

i. 大船渡市における復興計画の策定過程と住民参加
                                                                                                                （茅野ら,2013）

大船渡市 地域住民

学識

調査分析・ワークショップの運営

ワークショップでの
意見の汲み取り

意識調査分析と
ワークショップへの

協力打診

復興に向けた
市民の意向調査

WS成果の復興計画への
反映回路が曖昧

Pros：復興計画の策定が長引くことはなかったと言って良い。
Cons：計画に住民意見を十分に反映できたのかが懐疑的。
Appendix：住民の中にも、トップダウンで早期の復興を願うものと、
                       住民としっかり議論をして方針決定をしてほしいと意見する
                       ものに二分されている。

行政

共助関係者

民間企業

（農村地域での職住一体の生活）

b. 北海道胆振東部地震における移設型仮設住宅
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（班員による現地調査）

（その他参考事例）

被災者

ムービングハウス
製造業者

被災者

①被災者と民間企業が
　クラファンで導入

②メディアによる
　情報の拡散

扱った事例の数
[ 近代日本の災害 ]
・阪神淡路大震災 (1)
[ 発展途上国の災害 ]
・スマトラ島沖地震 (2)
[ 現代日本の災害 ]
・東日本大震災 (4)
・熊本地震 (1)
・胆振東部地震 (1)
[ 浸水被害と共に生きる町 ] (2)

物資の提供
ボランティア派遣
（金銭的支援）

再建における
ニーズ

サービス・住空間
の提供

（金銭的補填）

（災害救助法の適応）

a. 熊本地震における指定外避難所 (野口ら ,2021/ 柿本ら ,2019）

被災者

指定外避難所
（車中泊群、未指定の建物）指定避難所

x

①避難所の空間不足。
　敷地から遠い。

②被災者の敷地近郊で独自に
　共助の場が形成される

④3週間後解消。
③ボランティアの派遣
　食料等物資の提供
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c. インド洋スマトラ島沖地震津波におけるスリランカ
    南西沿岸居住地の生活再建　（前田ら,2007）
　　　　　→水道、公衆トイレの存在により自力「復旧」達成
　　　　　→自力での「復興」の限界

d. 井戸の視点から見る事前復興　（下田,2019）　
　　　　　→復旧における水源地確保の重要性

e. 古座川流域における水揚げ小屋　（平田,2019）
　　　　　→自助による減災の重要性

f. 阪神淡路大震災における自力仮設住宅　（塩崎ら,1999）
　　　　　→仮設住宅に入居できない人への行政サポートが皆無
　　　　　→その後の災害における災害救助法の在り方の議論へ

フェーズ①　江東区内における水資源の存在状況の把握

地域住民
「山元町震災復興
土曜日の会」

東北工業大学
建築学科復興支援室

復興支援
サポート

ボランティア
連携

(ワークショップ
の参加等 )

Pros：自分達で復興活動を進めていく熱意が高まる。この場ではじめて顔を合わせる住民もいて，
　　　ワークショップを開催すること自体が地域再生に繋がっている。
Cons：コミュニティ間による意見の相違もみられる場合があり、山元町民としての帰属意識が強い
　　　 ことが要因となっていると思われる。

j. 震災による生活行動への影響と
   住民主体の生活圏再編成 -宮城県山元町を対象として- （菊池ら,2014）

行政

被災者

民間
活動意向を伝える

復興支援・サービスの提供

住民団体

参加住民連携

住民

復興支援
サポート

　　　　  住民の意見に直接応える住民団体
復興計画において住民の意見を十分に取り入れた議論を行った
場合にも、応えることができない個人的な要望は存在する。震
災から数年後、フェーズ②では実現できなかった問題など、住
民主体だからこそ行うことができる活動を行う。
ワークショップを経て出た住民自らの提案に対して支援・サポー
トする形で行政や民間企業が関わる。活動のなかで、住民だけ
では運営しきれない側面を第３者が支援することで円滑に活動
が行うことが可能となる。よって、相互の信頼関係の構築と、
第三者が住民の意向を理解することが大切である。

江東区は戦前に作られた埋立
地で構成され、地域に強く根
付いたコミュニティは少ない
と思われる。よって個人の復
興活動が必要な時は自力で人
員を集めなければならない。

区全体で支え合うコミュニ
ティ作りを誘発する場作りを
事前に行い、自発的な復興活
動の活発化に貢献する。

フェーズ③　江東区全体におけるコミュニティの形成

復興活動
情報の提供

被災者

フェーズ②　江東区の住民のニーズとは何か

多様な意見の集約

実現性の考慮適切な情報の開示

住民意見集約の依頼

計画反映を申請

WS等の開催

意見の提出

第三者：

最終計画への信頼

　　　　  住民意見を適切に反映する第三者
住民意見は千差万別なものが上がり、時間とともに変化もする
が、全て計画に反映できるわけではない。住民意見を適切に反
映するためには、多様な意見を集約、適切に取捨選択し、エン
ジニアと実現性を考慮しながら、行政に進言できるだけの能力
が必要である。
第三者である調整役は、様々な立場のことを理解した学識がふ
さわしいと言える。何より第三者がいるということはアクター
が増えるということであるため、相互の信頼関係の構築が大切
である。

商工業
復興ビジョン
推進委員会

NPOイベント開催
サポート

Pros：商店街運営と同時に若い人を中心に人材育成を行った。離れた商店街を同時に活性化させるため
　　　( 分布した店舗が衰退しないため )「まちゼミ」という、各店舗に参加者を呼ぶ形式のイベントを開催し、
　　　店主、住民、NPOの横のつながりが十分築かれた。

k. 震災前より強い商店街を。無から再結集への道のり                                  （株式会社全国商店街支援センター,2017）

陸前高田
未来商店街

高田大隅
つどいの丘商店街

まちゼミの開催

行政 復興方針
の検討

被災者

調整役

技術者

行政

活動意向を伝える

既存インフラの活用
( 水資源、トイレ電気、
　建物等）

図 1

〈緊急避難時〉
　　　　  水、電気等のライフライン供給 ( 目的 )
被災直後、行政が全ての被災者の安全を確保することはほぼ不可
能である。そのような時、井戸から湧く飲料水や防災用トイレ、
自家発電などのライフラインは、それを起点とした被災者間の共
助関係を誘引することがある。

〈生活再建開始時〉
　　　　  被災者のニーズを満たす企業・サービス
避難生活から次なる住環境への移行は喫緊の課題であるが、ほと
んどの場合は行政に提供される仮設住宅という選択肢に限られて
しまう。このとき、他の選択肢を提供できるサービスが第 3者
などから提供されることにより被災者の再建の幅が広がる。

中枢

中枢

中枢

中枢

g. インド洋 スマトラ島沖地震津波後のインドネシア
     アチェ州で実施されたVillage Planについて（平野ら,2016）

・90 回以上の例会 (2014 年時点 )
・学生ボランティアと行う一斉清掃
・支援団体の寄付による私設図書館を設置・運営
・自宅の自力再建サポート？する

など、被災後のコミュニティ再編の基盤

③災害救助法に基づく
移設型仮設住宅の
　私有地への導入実現

行政

流動性が非常に大きい都市の
中での住民のあり方とは、地
縁の縛りが強固だと考えられ
る非都市部のそれとは全く異
なる。住民の言語等バックグ
ラウンドにも異なりがある。

多様な意見の収集や、現在だ
けでなく未来の江東区はどう
あるべきかに基づく計画策定
過程を経る必要がある。

ライフラインを確保できる場所を設定する。　　　　　　　　　　話し合いの場となり、復興活動拠点として認識される。　　　　　　　　　　　　　　　　　活動の中心の場となる。

スケール

家

コミュニティ

町

都市

時間
e・

f・
c・

j・

1 12 60 120 （month）

k・

d・
b・

a・

g・
h・

i・

フェーズ①

フェーズ②

フェーズ③

■ボトムアップによる災害復興  11 事例

■ボトムアップによる災害復興の 3つのフェーズ


